
1 

 

 

民法・不動産登記法部会資料 ６２－２ 

 

 

民法・不動産登記法（所有者不明土地関係）の改正等に関する要綱案（案） 

についての補足説明 

 

第１部 民法等の見直し 

第１ 相隣関係 

他の土地等の瑕疵に対する工事に関する新たな規律は、設けないこととする。 

  

（補足説明） 

  現行法の解釈論においても、土地の所有者は、その所有権が侵害され、又は侵害さ

れるおそれがある場合には、自力救済は当然には認められないものの、物権的請求

権を行使し、相手方に侵害を除去させることができ、あるいは自ら侵害を除去する

ことができるのであり、そのこと自体には、この部会においても異論はなかったと

ころである。 

  要綱案（案）において、他の土地等の瑕疵に対する工事に関する規律の創設を見送

ることとした理由は、部会資料５９でも記載したとおり、これまで解釈論上認めら

れてきた物権的請求権の範囲が不当に狭まることがないようにするなど物権的請求

権の解釈や運用に悪影響を与えないようにしながら、その要件を適切に設定するこ

とが困難であったことなどにあるのであり、上記の現行法の物権的請求権の解釈論

を否定する趣旨ではない。 

  この部会で検討をしてきたような問題が生じているケースについては、引き続き、

事案に応じた内容の物権的請求権を行使して対応することが可能であることを前提

に、管理不全土地管理制度等が新設されることによって更に対応の選択肢が増える

こととなるものと解される。 

 

第２部 不動産登記法等の見直し 

第１ 所有権の登記名義人に係る相続の発生を不動産登記に反映させるための仕組み 

 １ 相続登記等の申請の義務付け及び登記手続の簡略化 

  (5) 法定相続分での相続登記がされた場合における登記手続の簡略化 

    法定相続分での相続登記がされた場合における登記手続を簡略化するため、

法定相続分での相続登記がされている場合において、次に掲げる登記をすると

きは、更正の登記によることができるものとした上で、登記権利者が単独で申請

することができるものとし、これを不動産登記実務の運用により対応するもの
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とする。 

① 遺産の分割の協議又は審判若しくは調停による所有権の取得に関する登記 

② 他の相続人の相続の放棄による所有権の取得に関する登記 

③ 特定財産承継遺言による所有権の取得に関する登記 

④ 相続人が受遺者である遺贈による所有権の取得に関する登記 

 

（補足説明） 

  部会資料６０の第１の１(5)本文では、法定相続分での相続登記がされた場合にお

いて、その後に同本文①から④までの登記をするときは、「更正の登記によるものと

した上で、」登記権利者が単独で申請することができるものとする旨の規律を提案し

ていたが、第２５回会議において、これらの登記（特に同本文①の遺産分割等による

所有権の取得に関する登記）をする場合には、更正の登記のほか、所有権の移転の登

記をすることも許容されると考えられるので、その趣旨を明確にすべきではないか

との指摘があった。 

  そこで、民法・不動産登記法（所有者不明土地関係）等の改正に関する要綱案（案）

（部会資料６２）第１の１(5)本文においては、「更正の登記によるものとした上で」

との文言を「更正の登記によることができるものとした上で」に修正することとして

いる。 

 


